
 

 

 

 

 

 

 

高齢者虐待防止指針 
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1．基本方針 

当法人は、高齢者虐待が利用者の尊厳を著しく侵害する行為であることを認識し、虐待の

未然防止、早期発見、迅速かつ適切な対応及び再発防止に組織的に取り組む。利用者の人

権を尊重し、虐待又は虐待につながる不適切なケアを許さない施設運営を行う。 

2．高齢者虐待の類型 

高齢者虐待防止法に基づき、養介護施設従事者等による高齢者虐待を次の 5 類型として捉

える。 

① 身体的虐待 

高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。正当な理由なく

身体を拘束することを含む。 

② 介護・世話の放棄・放任（ネグレクト） 

衰弱させるような著しい減食、長時間の放置その他高齢者を養護すべき職務上の義務を著

しく怠ること。 

③ 心理的虐待 

著しい暴言、著しく拒絶的な対応その他高齢者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこ

と。 

④ 性的虐待 

高齢者にわいせつな行為をすること、又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。 

⑤ 経済的虐待 

高齢者の財産を不当に処分することその他高齢者から不当に財産上の利益を得ること。 

明確な虐待行為だけでなく、強い口調、命令的・威圧的な言動、無視、子ども扱い、必要

な介護の放置、本人の意思を無視した対応、プライバシーへの配慮を欠く対応等について

も、虐待につながる不適切なケアとして早期に把握し改善する。 

3．高齢者虐待防止委員会 

（1）設置目的 

・高齢者虐待の未然防止及び再発防止に関する対策の検討。 

・虐待又はその疑い、不適切なケアに関する事例の検証。 

・相談・報告体制及び市町村等への通報手順の確認。 

・虐待防止のための職員研修の内容及び実施状況の確認。 

・再発防止策の実施状況及びその効果の評価。 

・本指針の見直し。 

（2）構成 

委員会は、施設長・管理者、生活相談員、介護支援専門員、看護職員、介護職員その他必



要と認める職員で構成する。委員会の運営責任者及び虐待防止担当者を定める。 

（3）開催 

委員会は、2 か月に 1 回を基本として定期的に開催する。虐待又はその疑いが生じた場合

その他必要がある場合は、随時開催する。検討結果は職員に周知する。 

4．虐待の未然防止 

・利用者の人格及び尊厳を尊重し、本人の意思及び選択を踏まえたケアを行う。 

・職員間で不適切なケアを指摘・相談できる体制を整える。 

・ケア方法、勤務体制、業務負担、職場環境、教育・知識不足等、虐待につながり得る要

因を委員会等で確認し、必要な改善を行う。 

・身体的拘束等については、別に定める身体拘束廃止指針に基づき適正化を図る。 

・利用者の金銭、所持品、預り金等を適切に管理する。 

5．虐待又は虐待が疑われる事案を把握した場合の対応 

① 利用者の生命又は身体に危険がある場合は、安全確保を最優先とし、必要な医療対

応、保護その他の措置を行う。 

② 職員が虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合は、速やかに施設長・管理者又

は虐待防止担当者へ報告する。担当者本人が関係する場合は、他の上位者又は法人の責任

者へ報告する。 

③ 養介護施設従事者等による虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合は、虐待が

確定していなくても、高齢者虐待防止法に基づき市町村へ速やかに通報する。内部での事

実確認や委員会の判断を通報の前提としない。 

④ 通報後は、市町村等の調査・確認に協力するとともに、関係する記録を保全し、事実

関係を時系列で整理する。 

⑤ 事案の原因を分析し、再発防止策を策定して実施する。虐待を行った職員への対応

は、就業規則その他関係規程に基づき行う。 

6．相談・報告体制 

職員は、虐待、不適切なケア又はその疑いについて、直属の上司だけでなく、施設長・管

理者、虐待防止担当者その他法人が定める相談先へ直接相談・報告できる。相談・報告を

行った職員が、それを理由として不利益な取扱いを受けることがないよう配慮する。 

虐待防止担当者又は管理者本人が関係する場合は、別の上位者又は法人の責任者に報告す

る。 

7．事実確認及び記録 

虐待又はその疑いを把握した場合は、市町村への通報と並行して、利用者の安全を確保し

た上で事実確認を行う。事実確認は、通報を遅らせる目的で行わない。 



・発見又は把握した日時、場所及び状況。 

・利用者の心身の状態及び安全確保の内容。 

・関係職員から確認した内容。 

・家族等への連絡内容。 

・市町村その他関係機関への通報・相談内容。 

・その後の対応、原因分析及び再発防止策。 

記録は、事実と推測を区別して作成し、後から内容を整合させる目的で書き換え又は破棄

を行わない。 

8．市町村等との連携 

養介護施設従事者等による高齢者虐待については、事業所所在地の市町村へ通報・相談す

る。緊急性が高い場合は、必要に応じて警察、救急機関その他関係機関と連携する。市町

村等から調査、資料提出その他の協力を求められた場合は、関係法令に基づき対応する。 

9．成年後見制度の利用支援 

利用者の権利擁護のため成年後見制度の利用が必要と考えられる場合は、本人及び家族の

意向を踏まえ、関係機関と連携し必要な情報提供及び支援を行う。 

10．苦情解決 

虐待等に関する苦情又は相談があった場合は、法人の苦情解決に関する手続に基づき、相

談者の権利及び個人情報に配慮して対応する。苦情対応を理由として、市町村への通報が

必要な事案の通報を遅らせない。 

11．職員研修 

高齢者虐待防止に関する研修を年 2 回以上実施し、新規採用時にも実施する。研修では、

高齢者虐待防止法、虐待の 5 類型、不適切なケア、早期発見、相談・報告及び通報の方

法、身体的拘束等との関係、再発防止等を取り扱う。研修内容及び実施記録を保存する。 

12．指針の閲覧及び見直し 

本指針は、職員が常時閲覧できる状態で備え付け、利用者及び家族が閲覧できるようにす

る。委員会において定期的に内容を確認し、法令・通知等の改正又は施設の状況に応じて

見直す。 

 

施行日 令和７年 6 月 1 日 


